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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成25年7月4日(2013.7.4)

【公表番号】特表2012-530803(P2012-530803A)
【公表日】平成24年12月6日(2012.12.6)
【年通号数】公開・登録公報2012-051
【出願番号】特願2012-516128(P2012-516128)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｊ   9/26     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ   2/16     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  23/12     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  23/06     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  23/20     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｊ   9/26    １０２　
   Ｃ０８Ｊ   9/26    ＣＥＳ　
   Ｈ０１Ｍ   2/16    　　　Ｐ
   Ｃ０８Ｌ  23/12    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  23/06    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  23/20    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成25年5月15日(2013.5.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリメチルペンテン、ポリプロピレン、およびポリエチレンを含む膜であって、
ポリメチルペンテン、ポリプロピレン、およびポリエチレンが、それぞれ（重量パーセン
トは膜の重量が基準である）、
５．０重量％≦ポリメチルペンテン≦２５．０重量％、
５．０重量％≦ポリプロピレン≦２５．０重量％、および
５０．０重量％＜ポリエチレン≦７５．０重量％の範囲の量で存在し、ポリメチルペンテ
ンの量（重量％）が、ポリプロピレンの量（重量％）以上であり、
ポリメチルペンテンおよびポリプロピレンが、膜の重量を基準として合わせて２５．０重
量％以上の量で膜中に存在し、
かつ１８０．０℃以上のメルトダウン温度、７５．０秒／１００ｃｍ3／μｍ以下の規格
化透気度、および０．９０×１０2ｍＮ／μｍ以上の突刺強度を有することを特徴とする
微多孔膜。
【請求項２】
ポリメチルペンテンが、２００．０℃以上のＴｍおよび８０．０ｄｇ／分以下のＭＦＲを
有することを特徴とする請求項１に記載の微多孔膜。
【請求項３】
ポリプロピレンが、６．０×１０5以上のＭｗ、８．５以下のＭＷＤ、および９０．０Ｊ
／ｇ以上のΔＨｍを有するアイソタクチックポリプロピレンであることを特徴とする請求
項１または２に記載の微多孔膜。
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【請求項４】
ポリエチレンが、炭素原子１．０×１０4個当たり０．１４以下の末端不飽和基量を有す
ることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の微多孔膜。
【請求項５】
前記微多孔膜が、５．０％以下の１０５℃におけるＴＤ熱収縮、２０．０％未満の１３０
℃におけるＴＤ熱収縮、および４０．０％以下の１７０℃におけるＴＤ熱収縮の少なくと
も１の特性を有することを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の微多孔膜。
【請求項６】
請求項１～５のいずれかに記載の微多孔膜を含むことを特徴とするバッテリーセパレータ
フィルム。
【請求項７】
（（旧請求項１１＋請求項１５）
微多孔膜の製造方法であって、
(1)希釈剤と、
Ａ１の量のポリメチルペンテン、
Ａ２の量のポリプロピレン、および
Ａ３の量のポリエチレンを含むポリマーとの混合物であり（重量パーセントはポリマー－
希釈剤混合物中のポリマーの重量が基準である）、
５．０重量％≦Ａ１＜２５．０重量％、
５．０重量％≦Ａ２＜２５．０重量％、かつ
Ａ３≦７５．０重量％であり、
Ａ１≧Ａ２であり、かつＡ１＋Ａ２≧２５．０重量％である混合物を押し出す工程；
(2)押出物を冷却する工程；
(3)押出物を少なくとも１つの平面方向に延伸する工程；ならびに
(4)希釈剤の少なくとも一部を延伸押出物から除去する工程
を含むことを特徴とする微多孔膜の製造方法。
【請求項８】
１０．０重量％≦Ａ１＜２５．０重量％であり、かつポリメチルペンテンが、２１０．０
℃～２４０．０℃の範囲のＴｍおよび８０．０ｄｇ／分以下のＭＦＲを有することを特徴
とする請求項７に記載の製造方法。
【請求項９】
(i)１０．０重量％≦Ａ２＜２５．０重量％であり、(ii)ポリプロピレンが、６．０×１
０5以上のＭｗ、８．５以下のＭＷＤ、および９０．０Ｊ／ｇ以上のΔＨｍを有するアイ
ソタクチックポリプロピレンであることを特徴とする請求項７または８に記載の製造方法
。
【請求項１０】
５０．０重量％＜Ａ３≦７５．０重量％であり、かつポリエチレンが、１．０×１０5～
２．０×１０6の範囲のＭｗおよび１３０．０℃以上のＴｍを有することを特徴とする請
求項７～９のいずれかに記載の製造方法。
【請求項１１】
押出しが、０．５０ＫＷｈ／ｋｇ以下の混合エネルギーで行われることを特徴とする請求
項７～１０のいずれかに記載の製造方法。
【請求項１２】
負極と、正極と、電解質と、負極と正極の間に位置するバッテリーセパレータとを含む電
池であって、バッテリーセパレータが請求項１～５のいずれかに記載の微多孔膜であるこ
とを特徴とする電池。
【請求項１３】
請求項１２に記載の電池に電気的に接続された動力手段を含むことを特徴とする電気自動
車またはハイブリッド電気自動車。
【手続補正２】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　ある実施形態においては、本発明は、ポリメチルペンテン、ポリプロピレン、およびポ
リエチレンを含む膜であって、ポリメチルペンテン、ポリプロピレン、およびポリエチレ
ンが、それぞれ（重量パーセントは膜の重量が基準である）、５．０重量％≦ポリメチル
ペンテン≦２５．０重量％、５．０重量％≦ポリプロピレン≦２５．０重量％、および５
０．０重量％＜ポリエチレン≦７５．０重量％の範囲の量で存在し、ポリメチルペンテン
の量（重量％）が、ポリプロピレンの量（重量％）以上であり、ポリメチルペンテンおよ
びポリプロピレンが、膜の重量を基準として合わせて２５．０重量％以上の量で膜中に存
在し、かつ１８０．０℃以上のメルトダウン温度、７５．０秒／１００ｃｍ3／μｍ以下
の規格化透気度、および０．９０×１０2ｍＮ／μｍ以上の突刺強度を有する、膜に関す
る。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　別の実施形態においては、本発明は、微多孔膜の製造プロセスであって、
(1)希釈剤と、
Ａ１の量のポリメチルペンテン、
Ａ２の量のポリプロピレン、および
Ａ３の量のポリエチレンを含むポリマーとの混合物であり（重量パーセントはポリマー－
希釈剤混合物中のポリマーの重量が基準である）、
５．０重量％≦Ａ１＜２５．０重量％、
５．０重量％≦Ａ２＜２５．０重量％、かつ
Ａ３≦７５．０重量％であり、
Ａ１≧Ａ２であり、かつＡ１＋Ａ２≧２５．０重量％である混合物を押し出す工程；
(2)押出物を冷却する工程；
(3)押出物を少なくとも１つの平面方向に延伸する工程；ならびに
(4)希釈剤の少なくとも一部を延伸押出物から除去する工程
を含む、プロセスに関する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　さらに別の実施形態においては、本発明は、負極と、正極と、電解質と、負極と正極の
間に位置するバッテリーセパレータとを含む電池であって、バッテリーセパレータが、ポ
リメチルペンテン、ポリプロピレン、およびポリエチレンを含む膜であって、ポリメチル
ペンテン、ポリプロピレン、およびポリエチレンが、それぞれ（重量パーセントは膜の重
量が基準である）、５．０重量％≦ポリメチルペンテン≦２５．０重量％、５．０重量％
≦ポリプロピレン≦２５．０重量％、および５０．０重量％＜ポリエチレン≦７５．０重
量％の範囲の量で存在し、ポリメチルペンテンの量（重量％）が、ポリプロピレンの量（
重量％）以上であり、ポリメチルペンテンおよびポリプロピレンが、膜の重量を基準とし
て合わせて２５．０重量％以上の量で膜中に存在し、かつ１８０．０℃以上のメルトダウ
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ン温度、７５．０秒／１００ｃｍ3／μｍ以下の規格化透気度、および０．９０×１０2ｍ
Ｎ／μｍ以上の突刺強度を有する微多孔膜である、電池に関する。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４７】
　ある実施形態においては、ポリマーと希釈剤とは、例えば０．２０ＫＷｈ／ｋｇ＜混合
エネルギー≦０．３９ＫＷｈ／ｋｇの範囲といった、０．５０ＫＷｈ／ｋｇ未満の混合エ
ネルギーを用いて混合する。混合エネルギーがこの範囲内であると、押出物を引き裂かれ
ることなくより大きい倍率に延伸することが可能であり、それにより(a)このプロセスか
らのより高い膜の収率、および(b)最終膜におけるより高い強度の両方につながることが
わかっている。混合エネルギーは、キロワット時／キログラムを単位とする。いかなる理
論またはモデルにも拘束されることを望まないが、０．５０ＫＷｈ／ｋｇ以下の混合エネ
ルギーを用いると混合物内のＰＭＰの分散が改善され、それにより技術的に有用な突刺強
度を持つ膜が得られると考えられる。例えば、一実施形態においては、膜は実質的に均質
なポリマー（例えばポリマー種の相分離が実質的にない）を含み、例えば膜は、１０ｎｍ
以上の直径を有するＰＥ、ＰＰ、またはＰＭＰのポリマードメインを実質的に含まない。
所望により、膜中のポリマーの全重量を基準として、例えば０．００１重量％以下といっ
た０．０１重量％以下の膜中のポリマーは、１０ｎｍ以上の直径を有するドメイン内にあ
る。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４８】
　０．２０ＫＷｈ／ｋｇより大きく０．３９ＫＷｈ／ｋｇ以下の混合エネルギーを用いる
と、ポリマー分解の量が減少し、かつ有用な透過度等の有利な動作特性が維持されるとも
考えられる。より高い混合エネルギーでは、（例えば混合中のずれ揺変により）ポリマー
の分子量低下が起こると考えられ、また不十分な透過度が認められる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８４】
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【表１】

【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００８５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８５】
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【表２】

【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００８６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８６】
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【表３】
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